
１．令和5年度予算の執行状況（令和6年３月31日現在）

※一般会計とは？

（単位：千円）

※主な歳入の内容

（単位：千円） ※主な歳出の内容

災害復旧に必要となる経費、予備費

議会の活動に係る経費

市税
市民税（法人・個人）、固定資産税、市たば
こ税、軽自動車税など

全国的に一定の行政水準を保障するため、地
方公共団体間の財源の偏りを調整し、国から
交付される資金

地方交付税

　令和5年度各会計予算の執行状況は次のとおりです。なお、数値には前年度繰越額を含めています。

　地方公共団体の基本的な経費、重要な経
費を計上している会計をいいます。

民生費

公債費

その他

消防費

土木費

総務費

予算額

100%

29,489,399

障害者・高齢者・児童のための福祉、生活保
護関係など、市民の一定水準の安定した社会
生活を保障するために必要となる経費

県支出金
県が使いみちを特別に指定して地方公共団体
に交付する資金

財務省や銀行などからの長期借入金

道路や橋梁、河川、市営住宅などの建設・維
持管理に必要となる経費

100%

29,489,399

予算額

国が使いみちを特別に指定して地方公共団体
に交付する資金

国庫支出金

市債

その他
地方消費税交付金、使用料及び手数料、財産
収入など

企画調整や財務、財産管理、戸籍、徴税な
ど、市政の全般的な管理に必要な経費

教育費

市債の元金及び利子、一時借入金の利子など
の償還金

世帯

地方自治法第243条の３第１項及び海
南市財政状況の公表に関する条例の定め
るところにより、市の財政状況を次のと
おり公表します。

海南市長　神　出　政　巳

令和6年3月31日 現在

人口 46,957 人 　海南市の財政世帯数 21,940

101.06 ｋ㎡ 令和6年5月1日

※人口及び世帯数は住民基本台帳による。

面積

一般会計

衛生費
感染症予防やごみ処理など、市民の健康で衛
生的な生活環境を保持するための経費

農林水産業費

商工業の振興や観光事業に係る経費

消火活動や火災予防、救急保護など、災害に
よる被害の軽減に係る経費

議会費

商工費

学校や生涯学習、スポーツ、芸術文化の振興
など、教育に係る経費

農業や林業、水産業の振興に係る経費

収入済額
24,583,336

83%

10,088,400

3,607,901

3,233,822

3,135,346

3,064,078

2,708,567

1,148,816

685,584

662,878

237,825

916,182

(8,747,423)

(2,189,802)

(3,175,477)

(2,202,056)

(2,505,046)

(2,271,972)

(905,549)

(517,325)

(405,255)

(230,226)

(436,866)

民生費

土木費

公債費

教育費

衛生費

総務費

消防費

農林水

産業費

商工費

議会費

その他

歳出
予算額 支出済額

6,890,255

6,632,824

5,795,138

3,071,200

1,986,602

5,113,380

(7,117,319)

(6,538,861)

(4,440,532)

(671,700)

(1,400,876)

(4,414,048)

地方交付税

市税

国庫支出金

市債

県支出金

その他

歳入 予算額 収入済額

支出済額
23,586,997

80%
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（単位：千円）

※特別会計とは？

２．市民負担の状況

（１）市税負担額 （２）市民のために使われる経費

※主な市税の内容

　
個人市民税

固定資産税
所有する土地や家屋、償却資産に対して課税される税
金

円

そ
の
他

市たばこ税

5,065 円 10,840

1,283,718
都市計画税

円

円

固定資産税

合計 300,578

33,17115,499

27,115 円農林水 産業費 12,669 円

123,453

商工費 14,116

市
民
税

139,657 円65,253

64,815

68,868

議会費

円

円
市内に事業所がある法人などに対し、法人税（国税）
をもとに課税される税金

円消防費

その他

円

円

合計

円

52,089

円 41,759

所有する軽自動車、自動二輪車、原動機付自転車など
に対して課税される税金

製造たばこの製造者や卸売業者などが市内の小売業者
に売り渡した「たばこ」に対して課税される税金

6,022,661
後期高齢者医療特別会計

5,439,725

港湾施設事業特別会計

介護保険特別会計

市民１人当たり

16,888

152,626

市民１人当たり

26,255 19,193

7,503,549 6,462,737

予算額 収入済額
国民健康保険特別会計
会計名 支出済額

5,909,486 5,675,801

令和6年3月末の予算額で見ると、市税の予算額は、6,594,679千円（滞納繰越分と国有資産等交付金を除
く）となっていますので、市民１人当たり140,441円、１世帯当たり300,578円となっています。

また、市民のために使われる経費は、28,164,779千円（歳出予算額から前年度繰越額を除く）で、市民１
人当たり599,799円、１世帯当たり1,283,718円となっています。

なお、市民のために使われる経費は市税負担額を超えていますが、足りない分は地方交付税や市債、国県支出
金などでまかなわれています。

同和対策住宅資金貸付事業
特別会計

19,134赤坂地区排水処理事業特別会計

6,470

5,330

1,809,343 1,632,557

特別会計

152,597

税目 １世帯当たり目的

法人市民税

市民の前年中の所得をもとに課税される税金

138,720

147,394

円

円

57,682

24,338

30,213

総務費

衛生費

教育費

円

円 公債費

円民生費

１世帯当たり

特定の目的のために設けられた会計をい
います。また、病院事業、水道事業は公営
企業会計といい、地方公営企業法に基づ
き、独立採算を原則として設置された会計
で、特別会計と区別しています。

1,669,138

14,631

116,112

円151,295 52,652 112,688

円市民税 459,790

その他 円

円円140,441

円円 214,830

土木費70,690 円 円 円

19,511

つつじヶ丘地区排水処理事業特別会計 17,422 16,127 14,243

54,252

円軽自動車税

599,799

円

都市計画区域の用途地域内に所有する土地及び家屋に
対して課税される税金
（公園・道路・下水道などの都市計画事業、土地区画
整理事業などに充てられます。）

円
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３．財産、市債及び一時借入金の現在高

（１）財産の現在高
公営企業会計を除いた市が所有する財産の現在高は、次のとおりです。

（２）市債の現在高

（単位：千円）

（３）一時借入金の現在高

（単位：千円）

0
0

一般会計

後期高齢者医療特別会計
国民健康保険特別会計

0

同和対策住宅資金貸付事業特別会計

赤坂地区排水処理事業特別会計
つつじヶ丘地区排水処理事業特別会計

0

0

介護保険特別会計

0

　年度中において支出が収入を上回り、現金に不足が生じた場合に、その不足を補うために予算で定めた
限度額の範囲内で銀行等から一時的に借り入れるお金を一時借入金といいます。これの状況は次のとおり
です。

国の地方交付税の財源が不足した場合に、地
方交付税の交付額を減らして、その穴埋めとし
て、地方公共団体自らに地方債を発行させる制
度をいいます。

形式的には、その自治体が地方債を発行する
形式をとりますが、償還に要する費用は後年度
の地方交付税で措置されるため、実質的には地
方交付税の代わりの財源と言えます。

※臨時財政対策債とは？

現在高

28,582

学校施設や公園、道路の新設など大規模な建設事業を計画的に整備していくには、その年度の市税や国
庫補助のみでまかなうことはできません。そこで、市は財務省や銀行などから資金の長期借入を行います
が、これを市債といいます。

建設される施設は将来の市民も利用することになるため、市債を活用することにより世代間の負担の公
平を図ることができ、また、施設の早急な整備も可能となります。

千円

一般会計
地方債現在高合計

3,144,855 ㎡現在高 5,222,048

※基金とは、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、または定額の資金を運用するためのも
ので、条例により目的、処分等が定められています。

31,266,935

千円

有価証券

15,952 千円

千円

台

会計名

0

土地 建物区分

221,196

自動車 基金 その他

㎡ 202

土木債
9,358,846
29.9%

総務債
3,568,622
11.4%

教育債
3,350,493
10.7%衛生債

2,532,222
8.1%

農林水産業債
1,702,735

5.5%

民生債
977,729
3.1%

消防債
490,041
1.6%

災害復旧債
126,781
0.4%

商工債
17,665
0.1%

臨時財政対策債
9,078,456

29.0％

その他
63,345
0.2%
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４．令和6年度予算の状況

※一般会計当初予算額の推移

（単位：千円）

1,931,962

一般会計

23,925,326

令和5年度当初予算

国民健康保険特別会計

26,754,723 千円

令和6年度当初予算

令和6年度当初予算は、持続可能な安定した行政運営を念頭に、財源確保と経常経費の抑制に努めつつ、
（仮称）中央防災公園の整備や(仮称)体験学習施設の建設を着実に推進するとともに、少子高齢化という喫緊
の課題への対応やデジタル社会の実現に向けた施策など、「住みやすい」まちの実現に資する事業に、必要
な予算を確保しました。
　令和6年度の予算の状況は次のとおりです。

介護保険特別会計

対前年度伸率

千円 11.8%

特別会計

△ 6.6%
6.8%

※この公表の数値については、表示単位未満を四捨五入しているので、
割合や合計等が一致しない場合があります。

令和5年度当初予算

667-
26,25511,516

同和対策住宅資金貸付事業特別会計
港湾施設事業特別会計

21,267赤坂地区排水処理事業特別会計

1,809,642

19,134

△ 56.1%
皆減

11.1%

△ 5.4%

7,334,763

対前年度伸率

6,850,044

令和6年度当初予算
5,620,334

会計名

後期高齢者医療特別会計
5,315,781

つつじヶ丘地区排水処理事業特別会計 15,357 15,351 0.0%

6,790,000

6,530,099

3,699,200

3,592,608

1,659,680

4,483,136

25.4%

24.4%

13.8%

13.4%

6.2%

16.8%

地方交付税

市税

市債

国庫支出金

県支出金

その他

（単位：千円）歳 入

8,983,814

3,297,403

3,238,908

3,167,551

2,760,516

2,737,232

1,584,082

464,263

231,783

184,677

104,494

33.6%

12.3%

12.1%

11.9%

10.3%

10.2%

5.9%

1.7%

0.9%

0.7%

0.4%

民生費

土木費

教育費

公債費

総務費

衛生費

消防費

農林水産業費

議会費

商工費

その他

（単位：千円）歳 出
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25,282,763

22,708,176

24,649,780

23,925,326

26,754,723

（単位：千円）
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